
現地調査（近畿）の概要

資料３

【実施日】 平成31年2月12日、13日

【訪問先】 和歌山県海南市

 和歌山県和歌山市

 大阪府泉大津市

 兵庫県神戸市



調査先概要
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和歌山県海南市 （平成31年2月12日）

和歌山県和歌山市 （平成31年2月12日）

〔対応者〕 海南市長、総務部長
〔主なヒアリング事項〕 南海トラフ地震対策 など

◎ 海南市役所

◎ 和歌山市役所

◎ 都市再生推進法人 紀州まちづくり舎

〔対応者〕げんき大崎会長
〔主なヒアリング事項〕 生活機能の維持 など

◎ げんき大崎館「かざまち」

大阪府泉大津市 （平成31年2月13日）

〔対応者〕産業振興課長、地域おこし協力隊員
〔主なヒアリング事項〕 地場産業の継承、地域おこし協力隊 など

◎ 黒江ぬりもの館

〔対応者〕和歌山市長（表敬）、政策調整課長 ほか

〔主なヒアリング事項〕 まちづくり など

〔対応者〕紀州まちづくり舎代表取締役、ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝ推進専門員 ほか

〔主なヒアリング事項〕 官民連携まちづくり など

◎ 東京医療保健大学

〔対応者〕東京医療保健大学和歌山事務部長 ほか

〔主なヒアリング事項〕 地方都市への大学移転 など

◎ 県データ利活用推進センター・統計局統計データ利活用センター

〔対応者〕センター長 ほか

〔主なヒアリング事項〕 政府機関の地方移転 など

兵庫県神戸市 （平成31年2月13日）

〔対応者〕泉大津市長、副市長、政策推進統括監 ほか

〔主なヒアリング事項〕 スマート自治体 など

◎ 泉大津市役所

◎ 神戸市役所

〔対応者〕神戸市長、副市長、企画調整局長、危機管理室長 ほか

〔主なヒアリング事項〕 大都市行政の課題、危機管理、 など

◎ 神戸アイセンター

〔対応者〕神戸市立アイセンター病院院長、公益財団法人NEXT
VISION事務局長 ほか

〔主なヒアリング事項〕 医療産業都市 神戸アイセンター事業概要
など

◎ ﾃﾞｻﾞｲﾝｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｾﾝﾀｰ神戸

〔対応者〕交通政策課長、都市戦略研究室長、組織制度課長 ほか

〔主なヒアリング事項〕 デザインによるまちづくり、自動走行技術の
活用（オールドニュータウン対策）、持続可能なタワー
マンションの在り方、地域貢献応援制度 など



現地調査での主な意見 （海南市）

【南海トラフ地震対策】
→県に被害想定の策定を依頼したところ、南海トラフ地震が発生して、40～50分で津波（8メートル浸水）が到達
し、被害は5000億円にも達することがわかった。浸水地域に人口も企業も集中。市庁舎は昭和40年築で、
老朽化が課題であった。市庁舎が浸水すると初動対応が出来なくなるため、緊急防災・減災事業債と合併
特例債を活用し、庁舎を市街地外の高台へ移転した。

○合意形成は困難だったのではないか。
→市庁舎の移転には3分の2以上の賛成が必要。反対もあったが、被害想定や東日本大震災により潮目が変
わった。市民も熱心に防災訓練に参加している。

→庁舎と同じ高台にある池を埋め立て、防災公園として整備していく予定。仮設住宅の用地としても活用。警察
や消防等の活動拠点も確保。市街地ではこれだけの防災機能の集約は困難。

○人口は津波の浸水のおそれがないエリア（市東部）に広がってきているのでは。
→ 人口の重心は、津波の浸水のおそれがない東へ移動。土地開発公社の住宅用地や区画整理により住宅用
地を整備。市外や県外への移動も多い。H35に防潮堤が完成すれば、人口の移動は落ち着くのではないか。

→市街地の元気が課題。旧市庁舎跡地に、カフェを併設した図書館を整備。屋上に避難場所も整備。隣接して、
幼稚園・保育所を集約した認定こども園も整備した。浸水地域にも生活している市民がいる。すべての都市
機能を浸水のおそれがあるエリアから出していくのは難しい。市街地には津波避難ビルも確保。

→病院などは市街地に立地。子育ては市東部、高齢者は市街地と世代によって住み替えていくのではないか。
県内には大学進学先が少なかったが、和歌山市が大学誘致を進めており、若者の流出にもプラスの影響が
あるのではないか。

○市庁舎移転後の市街地における行政サービスをどのように確保するのか。
→支所を設置し、基本的な住民サービスは市役所へ来なくとも対応できるようにしている。市街地と市役所を結
ぶコミュニティバスを巡回させている。
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凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査での主な意見 （海南市）

げんき大崎館「かざまち」
【生活機能の維持】
→大崎地区（500人弱）は、人口減少と高齢化（高齢化率45％）が進む。現在小学生は２名。小学校統合をきっかけに、
県の事業で実施したﾜｰｸｼｮｯﾌﾟから発展し、発足。きっかけづくりとして行政の果たす役割は大きい。

→食料品店が閉店し、車を運転できない高齢者の買物が困難に。過疎対策事業を活用し、農水産品等の直売、ｺﾐｭﾆ
ﾃｨｶﾌｪとして漁協倉庫を再生。利用者の７割は地域内。地域への貢献が地元の評価につながった。

○新たな人口流入はあるのか。移住する方は、仕事はどうしているのか。
→Uターンは、最近、若い夫婦が戻り、未就学児が増加。市内へ車通勤可能。Iターンはシニア世代が多い。
→空き屋が多いが、年数回帰るので貸せないという方も多い。貸すことに慣れていない方も多い。げんき大崎のような
地域の団体が、空き屋活用を進める行政と貸し手の間に入ると話が進みやすい。

○どのような体制で運営しているのか。
→げんき大崎の会員40名の内、かざまちｽﾀｯﾌ20数名で自主運営（全て自主財源）。女性ｽﾀｯﾌの活動が欠かせない。

住民である県職員も会員として参加。書類作成や先進事例の情報収集、ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの事業趣旨に沿った活用方法
等を側面からｱﾄﾞﾊﾞｲｽ。県も「二枚目名刺活動」として応援。住民の視点に立つことで、県の仕事にも役立っている。

→中心となる人材が必要。行政は資金等の援助は出来ても、地域の人材確保は難しい。

黒江ぬりもの館（漆器のまち）
【地場産業の継承（地域おこし協力隊）】
○地域おこし協力隊に手を上げたのは。
→街歩きイベントに参加し、黒江を知った。黒江に関心を持ち、応援してくれる人が多く、一人ではないと感じた。

○漆器産業の状況はどうか。伝統的な町並みの維持は可能か。
→プラスチック化が進み、木地師が少なくなっている。市の事業で養成。伝統工芸士を増やしていく必要。
→県景観条例の第１号だが、車も通れず生活しづらいため、歴史ある家屋が減少。改装費も高額であり、合併処理浄
化槽を埋めるスペースの確保も困難。知らない人に貸すことへの抵抗感もある。町並みに魅力を感じる人が増えて
いるが、早く取組を進めないと、取り壊されてしまう。住まなくなった家の傷みは早い。
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凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査での主な意見 （和歌山市）

【まちづくり】
→県外への人口流出のダム機能を構築する必要。和歌山県は大学進学者収容力（36%）が全国最下位、4年制の県外進学率

（89%）が全国ワースト1位。中学校1校、小学校3校を統合し、小中一貫校を設置。跡地を活用し、3大学を誘致。

○大学誘致の効果はどうか。学生数を重視するのであれば、文系のほうが生徒数を確保できるが。
→和歌山に必要な学部（看護師、薬剤師、保育士）を誘致。昨年開始した看護学部は県内の優秀な人材が集まっている。大学進学

時の流出を防ぐだけでなく、地元でニーズのある学部を誘致することで就業時の流出を防ぐ。

○市街化調整区域内の開発基準を厳格化した際の反応は。
→市外への流出が続いたため、開発基準を緩めていた。反発はあったが、人口が減る中でこのまま開発基準を緩めると持続

可能性が保てないことを説明し、理解を得た。

→漁港のまち（加太）に、東京大学地域ラボを設置。外部人材と連携した地域づくりを推進。

→労働者不足が課題。外国人を含め、働く環境の整備が必要。

【リノベーションまちづくり】
→ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝまちづくりは、今あるもの（遊休不動産・公共空間）を活かし、新しい使い方をしてまちを変えること。

→郊外に大型商業施設の出店が進み、まちなかの商業は衰退。空き店舗や駐車場等の遊休資産があふれ、路線価も著しく低
下。減少が続いた商店街通行量が増加に転じた。リノベーションまちづくりの効果。

○従来の取り組みとの違いは。
→ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝまちづくりは、実際に事業を進める家守会社、不動産オーナーなど民間主導の経済合理性に基づく公民連携。行

政はファイナンスのプロではない。補助金が中心であり、行政主導で進められた中心市街地活性化計画は失敗と認識。先
行する北九州の動画を見て取組みを始めた。

→ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝｽｸｰﾙを開催し、家守会社が6社設立。スクールでは建築主事が相談に乗るなど実際的な支援。関係者のビジョン
を合わせるため、市は推進指針策定。地域から離れられない鉄道会社との連携も進める。

→公共施設を再編しながら、再開発を推進。和歌山市駅では、図書館、商業施設、オフィス等を整備。
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凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査での主な意見 （和歌山市）

都市再生推進法人 紀州まちづくり舎
【官民連携まちづくり】
→郊外でオーガニックファームを運営。リノベーションスクールに参加し、農園レストランを事業化。今後、赤字
のため休止中の公園地下駐車場を公園と一体的に活用し再開する。カヌー体験など川をまちづくりに活か
したい。川のように和歌山の人がよいと思っていないものへの気づきには、外の目線が大切。

○物件をどのように掘り起こすのか。
→空き店舗は貸したくない人が大半。賃貸情報が出ていない物件を、イベントの際数日のみ借りて実際に利用
することで、貸すきっかけに。家賃を下げてもらい、建て替え並みのリノベーションを実施し、活用。

○家守会社は専業か、兼業か。
→兼業でやっている人が多い。紀州まちづくり舎は行政から仕事の委託を受け、スタッフも確保。

東京医療保健大学
【地方都市への大学移転】
→廃校となった小学校を活用し、看護学科（定員100名）を開設。カフェテリアは新たに建設したが、その他の施
設は小学校を改修して利用。小学校の敷地は無償貸付、建物は無償譲渡。

○和歌山への開設を決めた理由は。
→地域中核病院との連携が鍵。3・4年は日赤和歌山医療センターで実習。その上に行政のサポートがあった。

和歌山県データ利活用推進センター・統計局統計データ利活用センター
【政府関係機関の地方移転】
→自治体の統計を活用したEBPM、人材育成を推進。セキュリティが確保されたオンサイト施設では、研究者が
統計調査票の生データを活用し、分析が可能。県はこの取組をサポートするとともに、県内での活用を推進。

○地方公共団体の活用状況は。
→和歌山県のほか、徳島県が活用。県と連携することで、実証フィールドを確保。今後、展開を進めていく。
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凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査での主な意見 （泉大津市）

【スマート自治体】
→財政難を機に人員削減。頑張りで対応してきたが、これ以上は難しい。市民のため、どう人と時間を使っているのかを問い直

した。市民が多く利用される部署を中心に分析しても、受付・相談等の市民対応の時間は１～2割に過ぎず、入力や確認業
務などの事務作業が5割を占めている。生活保護の部署も、相談業務が多いと思っていたが、ケース記録作成に時間がか
かっていた。職員しか出来ないコア業務（4割）よりもノンコア業務（6割）のほうが多い。ここに改善のチャンスがある。

→また、介護度が改善する例もあるが、その要因を分析する時間もなかった。介護認定業務のボトルネックとなっていた調査表
作成業務にAIを導入。介護認定調査の音声データの文字起こしにAIを活用し、入力業務を減らすことから着手。AIによる文
字起こしの正確性は半年で90%程度に。

→多くの職員は目の前の業務が忙しく、２０４０という長期的な課題へ関心が向きにくい。国からの支援はモチベーション向上に
つながる。また、AIは費用が高額であり、1自治体での負担が困難。

○人口減少下時代に必要な制度改正とはどのようなものか。
→介護認定はstepが多い。今後高齢者が増加し、制度自体維持が難しいのでは。AIを活用できないか。
→また、介護等全国的な課題への対応を乗り越えていくには、最低限のルールを統一する必要があるのでは。

○AIの代替で業務を経験し制度の全体像を把握する者がなくなれば、システム全体の変更が難しくならないか。
→制度を理解する職員は確保していかないといけない。ただ、現在も制度を理解できているかといえば、勉強する時間がなく、

そうではない。コア業務に集中することが必要。

○AI活用は、どのレベルから活用していくのか。介護認定のサポートまでいくと、認定の判断へも影響する。
→機械的作業の代替から取り組む。人の判断のサポートは今後。ただ、AIの判断説明の技術開発は可能。

○RPAは恒常的に発生せず、システムを構築するほどでもない事務への対応か。 → 然り

【エビデンスベースの課題解決】
→テクノロジーを活用し、エビデンスベースの課題解決に取り組み、日本全体に貢献したい。エビデンスがないから取り組まな

いのではなく、エビデンスを自ら作っていく。その際のチャレンジを後押ししてもらえると、推進しやすい。例えば、足指を鍛え
ることは、体幹を安定させ、転倒を防ぎ、生涯寝たきりにならない体を維持するための土台となる。こうしたエビデンスに基
づくソリューションを全国へ展開していきたい。
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凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査での主な意見 （神戸市）

【大都市行政の課題】
→人口は23区、ブロックの中心都市へ集中。神戸市や京都市、堺市は人口減少。神戸市内でも、中央区への一極集中が進む。
→今後、東京を含め都市の老いが進む。大都市部の持続可能性を考えていく必要がある。指定都市と23区の財政格差は大き

く、こども医療費など市民負担を減らす競争をすれば豊かな23区が勝つ。近隣自治体間で争えば共倒れとなる。市民負担
を減らす競争に、歯止めをかける必要がある。

→AIの活用や自動運転技術などテクノロジーの進化を自治体経営に活かす取組にインセンティブが働く仕組みが必要。
→認知症の診断助成制度や事故救済制度の創設のため、個人市民税均等割を400円上乗せする。今後認知症の方は増えて

いくため、既存の財源から捻出すると、他の施策へ大きく影響する。こうした取り組みを全国的に促していく必要がある。

【オールドニュータウン対策、自動走行技術の活用】
→人口増へ短期間に対応するため、山麓部で無秩序に開発が進んだ。密集市街地を解消するため、郊外に計画的に地下鉄

等を整備しながらニュータウンを造成。これらが、老朽化。若い世代への住み替えも必要。空き屋対策や所有者不明土地
問題に取り組んできた。

→利用者の減少や運転者不足により、公共交通の運行本数が減少。自動運転の活用を検討している。運転手有りでは、住民
の希望する利用料での実現が難しい。市の役割は、行政機関間のつなぎや、横展開にふさわしい候補地の紹介。

○実証実験はどのような方式で実施しているのか。
→決まったルートで、必要に応じ手動運転する方式。路上駐車車両の検知が難しく、自動運転のみでの運行は出来ない。

【持続可能なタワーマンションの在り方】
→ﾀﾜｰﾏﾝｼｮﾝ（特に分譲型）は、持続可能性の点で将来的に深刻な問題を孕む。研究会を設置し、検討を行った。管理組合の

役員のなり手が少なく、修繕積立金も不足。建替え時に容積率を増し、更新費用を捻出することも困難。戸建ては課題が外
から認識できるが、ﾀﾜｰﾏﾝｼｮﾝは利用実態・管理状況の把握が難しい。住民のｺﾐｭﾆﾃｨ形成への関心も薄い。

○スプロール化が内側に向かい、商業地区にタワーマンションが立地するという状況か。
→然り。中央区の狭いエリアに人口集中すれば、短期的に小中学校が過密化し、インフラが不足。また、神戸が大阪のベッドタ

ウンとなる。駅周辺は商業・業務機能を確保する必要がある。人口規模のみを追い求めるのではなく、質の高い都市づくり
が必要。都心と郊外部のバランス、郊外の駅前と戸建住宅街とのバランスも検討していく必要がある。

→神戸版ﾀﾜｰﾏﾝｼｮﾝﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ制度（届出、認証）を構築を検討し、良好な管理状況が市場で適切に評価されるようになれば。
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凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査での主な意見 （神戸市）

【危機管理】
→様々な計画・マニュアルの上位の基本指針を独自に策定。危機管理部局は、事案が生じた際に対応のレベルを決定。また、災害対応

の標準化を推進。５４％の職員が阪神淡路大震災を経験していない。若い職員への伝承が課題。

○近隣自治体との協力関係は。
→隣接市町と協定締結。消防は、常時応援区域を決め要請がなくとも応援。関西広域連合としての枠組みも。

○大都市における大規模地震対応の課題は何か。
→阪神淡路大震災では1小学校あたり2,000人の避難者。現在求められる避難所環境に対応するためには、民間施設を避難所として確

保する必要がある。遺体安置所の確保も必要。

【地域貢献応援制度】
→地域活動の担い手不足解消を主目的に、営利企業への従事等許可の運用形態の一つとして導入。市職員は市民に密着していること

も多いため、業務とプライベートでの地域活動を明確に分けることのできる市外居住職員のほうが活用しやすいという一面も考えら
れ、この冬に対象を市内での活動から市外への活動へと拡大した。現在6件の事例。

○報酬を受けずに活動する場合は対象外か。許可する際の判断基準は。
→ 然り。土日・夜間のみの活動では報酬がない場合も多い。案件ごとの判断となるが、非営利性と地域貢献の観点から評価。

【医療産業都市】
→震災復興プロジェクトの一つとして開始。神戸に医療関連産業が集積していたわけでなかったが、先端医療センターや理化学研究所

が立地し、基礎研究から臨床応用へと橋渡し研究の拠点形成をめざし、年々着実に集積を進め、20年かけて現在（350社、雇用者数
9,400人）に至った。

→市は医療産業都市部を設け、安定的な推進体制を構築。グランドデザインの構想や特区への申請、企業誘致等を担当している。次世
代医療の開発に向けた橋渡し研究や、立地企業・研究所への支援は神戸医療産業都市推進機構が担っている。

→神戸アイセンターでは、iPS細胞を活用した網膜治療等の臨床研究を実施するとともに、地域の中核病院としての機能も有する。高い
レベルの標準的な医療を提供する姿勢があってこそ、世界最先端の医療の開発が可能。研究者と医者が同一建物内で連携するこ
とにより新たなものを作る。ビジョンパークでは、視覚障害者への生活支援等を実施。企業が開発した実験的機器（音声読み上げ機能

付眼鏡、ワンタッチで度数が変わる眼鏡等）に対し、ユーザーの声を集め開発に活かすなど、医療と福祉をつなぐ取組みを行っている。
【デザインによるまちづくり】
→ﾕﾈｽｺ創造都市ﾈｯﾄﾜｰｸのﾃﾞｻﾞｲﾝ都市に認定され、ﾃﾞｻﾞｲﾝｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｾﾝﾀｰ神戸を創造と交流の拠点としてｵｰﾌﾟﾝ。輸出生糸の検査所を

活用。人口減少･高齢化等の社会課題に対して、行政や企業、団体、市民とともに解決を試みるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを実施。神戸がｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞな
まちで在り続けるために、20年後の神戸を担う子供たちの創造性を育む取り組みも。ｵﾌｨｽｴﾘｱにはﾃﾞｻﾞｲﾅｰ等が入居（入居率100%）。 8

凡例
○：委員等の発言
→：ヒアリング先団体の発言



現地調査（近畿）の概要（参考資料）

資料３
（参考資料）



（海南市）海南市津波避難計画（平成29年度改訂）

1



（海南市）げんき大崎館 かざまち

2

「げんき大崎」について

各 ク ラ ブ の 内 容

・Ｈ19に地区の小学校統合問題をきっかけに、住民有志の
グループとして発足。

・地域の魅力発信と活性化を目指し、ワカメ狩り体験など、
食の体験クラブの活動を実施。

・念願の加工・販売所 げんき大崎館「かざまち」を
平成２７年２月１４日にオープンし、以後自主運営を継続

・毎週土曜日を中心に、季節折々の新鮮な農水産品と地元食
材にこだわった手作りのお惣菜などの販売、ランチの提供
コミュニティカフェの運営をしています。



（和歌山市）コンパクトシティの取組

3



（和歌山市）空き公共施設を活用した大学誘致

4



（和歌山市）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝまちづくり

5



（和歌山市）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝまちづくり

6



（和歌山市）ﾘﾉﾍﾞｰｼｮﾝまちづくり

7



和歌山県データ利活用センター

8



総務省統計局 統計データ利活用センター

9



（泉大津市）スマート自治体

10



（泉大津市）スマート自治体

11



（泉大津市）スマート自治体

ＲＰＡによる業務改革の取組

12



（神戸市）神戸医療産業都市

13

神戸医療産業都市の推進体制（2018年度～）



（神戸市）市立神戸アイセンター
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（神戸市）神戸市危機管理基本指針
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（神戸市）神戸市中央区内タワーマンション実態調査の概要

(平成28年3月中央区まとめ)■調査期間：平成27年7月22日～12月2日（133日間）

■居住者へのアンケート調査の概要
・調査対象 中央区内のタワーマンション（20階以上）の居住者
・回答率 24.0％ 〔回答数928戸／配布戸数3,870戸〕
・世帯人数 「2人以下の世帯」約71％
・世帯主の年齢 「60代以上」約40％
・利用形態 「住居利用」約92％，「セカンドハウス」約6％
・マンション内での付き合いの状況

「ほとんどない」約66％，「あまりない」約21％ → 合計約87％
・マンション外の地域住民との付き合いの状況

「ほとんどない」約56％，「あまりない」約21％ → 合計約77％

■管理組合・管理会社へのヒアリング調査
・調査対象 中央区内のタワーマンション（20階以上）の管理組合等
・実施状況 16団体（18団体のうち2団体は協議の結果，調査協力を得られず）
・コミュニティスペースの活用

「利用されている」10団体，「利用されていない」5団体，「スペースがない」1団体
・コミュニティを活性化すべきか

「すべきである」11団体，「あまり思わない」5団体
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（神戸市）「タワーマンションのあり方に関する研究会」で整理した検討課題とその対応策

17



（神戸市）神戸版タワーマンションマネジメント制度の構築

届出制度 認証制度
○対象マンション

分譲のタワーマンション
→タワーマンションの定義の整理

○届出者
既存 → 管理組合等
新築 → 開発事業者

○届出項目
認証に必要な項目を中心に決定

インセンティブ施策
【情報提供・支援制度など】

資産価値向上に繋がる施策
【優良マンションの表示など】

○対象マンション
届出制度による登録マンション

○認証機関
審査会設置などの検討

○内容
届出内容の精査，確認のうえ，
対象マンションの持続可能性等
に関して評価

地域と共生するクオリティの高い
持続可能なタワーマンションを目指す

連 携

まちのクオリティや
ブランド力の向上にも寄与
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（神戸市）自動走行技術の活用 ～オールドニュータウン対策～
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（神戸市）自動走行技術の活用 ～オールドニュータウン対策～
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（神戸市）地域貢献応援制度

「地域貢献応援制度」の許可要件「地域貢献応援制度」導入の経緯

21


